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Ⅰ　調　査　要　領

１　調査の目的

この調査は、郵政省（通信政策局）が郵政省所管の通信産業における設備投資等の実態を把握するため

に、承認統計調査として、実施したものである。

２　調査の対象と方法

郵政省所管の電気通信事業者（第一種、第二種事業者）及び放送事業者（有線テレビジョン放送事業者

を含む）全事業者（有線テレビジョン放送事業者については営利型のみ）を対象としてアンケート（調査

票送付、各社自記入）により行ったものである。

３　調査事項

主な調査事項は次のとおり。

（１）設備投資額（昭和６３年度実績、平成元年度実績見込、平成２年度計画）

（２）長期資金運用・調達状況（昭和６３年度実績、平成元年度実績見込、平成二年度計画）

（３）経営状況等

４　調査時点

平成二年２月２０日

５　回答企業数

電気通信事業 ３９９社

第 一 種 電 気 通 信 事 業            　　　　５２社　（ＮＴＴ、ＫＤＤを含む）

特別第二種電気通信事業            ２２社

一般第二種電気通信事業            ３２５社

放送事業 ２２８社

放 送 事 業            　　　１３４社　（ＮＨＫを除く）

（民間放送事業）

有線テレビジョン放送事業            ９４社

（ＣＡＴＶ事業）
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Ⅱ　要　旨

１　平成元年度設備投資実績見込と平成二年度設備投資計画

・電気通信事業（除．ＮＴＴ、ＫＤＤ）及び放送事業（除．ＮＨＫ）全体の平成元年度設備投資実績

見込（工事ベース）は、総額５，４０７億円で前年度比１９．５％増の高い伸び。

（参考：通産省２月調査１５％増、経企庁２月調査１７％増）

増加投資を計画中の事業者が約３割あり、投資意欲も旺盛。

・同平成二年度の設備投資計画は総額６，２１９億円で前年度比１５．０％増のひきつづいて高い伸

び。

（１）電気通信事業では、総額３，８８２億円、前年度比２２．３％の増加

ア　第一種電気通信事業（除．ＮＴＴ、ＫＤＤ）は、総額２，３２９億円、前年度比２１．３％の増

加（ＮＴＴ：１兆７，０００億円、０．７％減、ＫＤＤ：６４２億円、１２．８％）。

イ　第二種電気通信事業（特別第二種、一般第二種）は、総額１，５５３億円、前年度比２４．０％

の増加。

（２）放送事業では、総額１，５２６億円、前年度比１２．９％の増加

ア　放送事業（除．ＮＨＫ）は、総額１，０９６億円、前年度比６．３％の増加（ＮＨＫ：建設費５

６１億円、２７．５％増）。

イ　ＣＡＴＶ事業は、総額４３０億円、前年度比３４．４％の大幅増加。

（３）投資増を計画中の事業者は全事業者の約３割、ＣＡＴＶ事業では約４割

２　平成元年度目的別設備投資計画

設備投資計画の投資目的は、サービス提供能力拡大と

放送番組充実のための投資が中心。

（１）電気通信事業

電気通信事業の７４％がサービス供給能力拡大のための投資で、特別第二種電気通信事業では、海外

需要のための投資が上昇（前年度比３９．１％増、構成比１６．７％）。
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（２）放送事業

放送事業の約５割が放送番組充実のための投資。ＣＡＴＶ事業では、約８割がサービス提供エリア拡

大のための投資。

３　平成元年度長期資金調達状況

　自己資金と借入金による調達が主体。各事業によりウェイトのバラツキあり。

（１）電気通信事業

ア　第一種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式による調達は減少。

イ　特別第二種電気通信事業

自己資金を主体に設備投資、借入金等を返済。

ウ　一般第二種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式、社債による調達は減少。

（２）放送事業

ア　放送事業

自己資金による調達が中心。株式、借入金による調達が増加。

イ　ＣＡＴＶ事業

借入金による調達が中心（約７割）。
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Ⅲ　調査結果の概要

１　平成元年度設備投資実績見込

及び平成二年度

・平成元年度設備投資実績見込は、電気通信事業、放送事業、各事業とも増加。

（前年度比１９．５％増）

・平成二年度設備投資計画もひきつづき、電気通信事業、放送事業、各事業とも増加。

（前年度比１５．０％増）

（１）設備投資計画

ア　ＮＴＴ、ＫＤＤを除く通信産業全体（電気通信事業及び放送事業）の平成元年度設備投資実績見込

（工事ベース）は、総額５，４０７億円となっている。その構成は、電気通信事業が７１．８％（第

一種電気通信事業４３．１％、第二種電気通信事業２８．７％）、放送事業が２８．２％（放送事業２

０．３％、ＣＡＴＶ事業７．９％）となっている。

イ　ＮＴＴ、ＫＤＤを除く通信産業全体（電気通信事業及び放送事業）の平成二年度設備投資計画（工

事ベース）は、総額６，２１９億となっている。

ウ　電気通信事業の平成元年度設備投資実績見込（工事ベース）は、総額３，８８２億円で前年度比２

２．３％の増加となっている。

（ア）ＮＴＴ、ＫＤＤを除く第一種電気通信事業（新規参入事業者、５０社）については、元年度総額

２，３２９億円で前年度比２１．３％の増加となっている。

投資規模としては、ＮＴＴ元年度実績見込額（１兆７０００億円）の約１４％程度であるが、設

備投資額の伸びはＮＴＴ、ＫＤＤ（対前年比：ＮＴＴ０．７％減、ＫＤＤ１２．８％増）より高く

なっている。

（イ）第二種電気通信事業（特別第二種電気通信事業２２社、一般第二種電気通信事業３２５社）につ

いては、元年度総額１，５５３億円で前年度比２４．０％の増加となっている。

エ　放送事業の平成元年度設備投資実績見込（工事ベース）は、総額１，５２６億円で前年度比１２．

９％の増加となっている。
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（ア）ＮＨＫを除く民間放送事業（１３４社）については、元年度総額１，０９６億円で前年度比６．

３％の増加となっている。

（イ）ＣＡＴＶ事業（営利型事業９４社）については、元年度総額４３０億円で前年度比３４．４％の

大幅増加となっている。

前年度比
構成比 構成比 構成比 構成比 元／63

397 63.5 317,354 70.1 388,206 71.8 446,437 73.2 122.3
50 8.0 192,034 42.5 232,861 43.1 267,790 60.2 121.3

347 55.5 125,320 27.6 155,345 28.7 178,647 13.0 124.0
特別第二種電気通信事業 22 3.5 97,088 21.5 119,653 22.1 137,601 5.5 123.2
一般第二種電気通信事業 325 52.0 28,232 6.1 35,692 6.6 41,046 7.5 126.4

228 36.5 135,121 29.7 152,593 28.2 175,482 26.8 112.9
134 21.5 103,126 22.8 109,581 20.3 126,018 17.9 106.3
94 15.0 31,995 7.1 43,012 7.9 49,464 8.9 134.4

625 100.0 452,475 100.0 540,799 100.0 621,919 100.0 119.5
（注）1.NTT,KDDは集計から除いた。

（百万円、％）

［実績］ ［実績見込］ （計画）
1,712,820 1,700,000 1,955,000 99.3

56,893 64,200 73,800 112.8

44,000 56,100 64,515 127.5

日本電信電話株式会社
国際電信電話株式会社

日本放送協会（予算、建設費）

元／63

前年度比
２年度元年度６３年度

放　送　事　業
Ｃ　Ａ　Ｔ　Ｖ　事　業

合 計

企業数

電　気　通　信　事　業
区　　分

第一種電気通信事業

表－1－1　設備投資額［工事ベース］

６３年度［実績］

放　　送　　事　　業

（百万円、％）
元年度［実績見込］ ２年度（計画）

第二種電気通信事業
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（２）リース契約額

ア　ＮＴＴ、ＫＤＤを除くリース契約額は、総額６４８億円となっている。その構成は、電気通信業が

７７．３％（第一種電気通信事業４４．９％、第二種電気通信事業３２．３％）、放送事業２２．７％

（放送事業１７．９％、ＣＡＴＶ事業４．８％）となっている。

前年度比
構成比 構成比 構成比 元／63

397 63.5 47,603 77.8 49,817 77.3 104.6
50 8.0 28,805 47.1 29,003 44.9 100.7

347 55.5 18,798 30.7 20,814 32.3 110.7
特別第二種電気通信事業 22 3.5 10,005 16.4 11,002 17.1 109.9
一般第二種電気通信事業 325 52.5 8,793 14.4 9,812 15.2 111.6

228 36.5 13,512 22.2 14,662 22.7 108.5
134 21.5 10,500 17.2 11,538 17.9 109.9
94 15.0 3,012 5.0 3,124 4.8 103.7

625 100.0 61,115 100.0 64,479 100.0 105.5

［実績］ ［実績見込］
222,667 240,122 107.8

6,258 6,500 103.9

合 計

日本電信電話株式会社
国際電信電話株式会社

元／63

前年度比
元年度６３年度

（百万円、％）
元年度［実績見込］

表－1－2　リース契約額

企業数
区　　分

第二種電気通信事業

放　送　事　業
Ｃ　Ａ　Ｔ　Ｖ　事　業

６３年度［実績］

放　　送　　事　　業

電　気　通　信　事　業
第一種電気通信事業
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（３）目的別設備投資計画

ア　電気通信事業の目的別設備投資内訳をみると、サービス供給能力拡大のための建物、機械装置の増

設等、「需要増加に対処」するための投資の構成比、伸びが共に高い点が特徴的である。

イ　第一種電気通信事業については、「需要増加に対処」するための投資が全体の約８割を占め、前年度

比３２．３％の増加となっている。また、「安全・信頼性の向上」のための機械装置等の導入投資は、

構成比は小さいものの、高い伸びを示している（前年度比２９４．１％増）。

ウ　第二種電気通信事業については、「需要増加に対処」するための投資が全体の約７割を占め、前年度

比１７．７％の増加となっている。

（ア）特別第二種電気通信事業では、「海外需要増加に対処」するための投資の伸びが前年度比３９．１％

増、構成比も１６．７％と高くなっている。「安全性・信頼性の向上」のための投資も活発に行われ

ている。また、ＮＴＴ既存網の「ＩＳＤＮ化に対処」するための投資も、構成比は僅かなものの高

い伸びを示している（前年度比７８７．３％増）。

（イ）一般第二種電気通信事業では、特別第二種電気通信事業に比べて、「維持・補修」、ＯＡ、コンピ

ュータの導入による「合理化・省力化」のための投資の伸びが高くなっている点が特徴的である。
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エ　放送事業の目的別設備投資内訳は「需要増加に対処」するための投資が６７．０％に達している。

前年度比でも１６．５％の増加となっている。前年度比で最も増加しているのは、研究開発であり、

２１．５％の増加である。

（電気通信事業） （％）

（399社） （52社） （347社） （22社） （325社）
63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度

71.4 74.0 83.0 72.5 79.1 87.3 70.0 66.0 62.6 74.0 69.9 76.5 55.1 54.0 52.4
国内需要向け 65.9 67.9 81.4 72.5 79.1 87.3 55.8 51.2 53.9 56.6 50.5 57.3 52.8 52.9 51.4
海外需要向け 4.6 5.2 1.5 0.0 0.0 0.0 11.9 12.6 8.2 14.8 16.7 19.2 1.3 0.4 0.1
区分不明 0.9 0.9 0.1 0.0 0.0 0.0 2.3 2.2 0.5 2.6 2.7 0.0 1.0 0.7 0.9

1.4 2.3 0.5 2.1 1.9 0.0 0.4 3.0 2.8 0.5 3.6 3.5 0.1 0.8 2.2
0.2 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.8 0.6 0.5 0.8 0.4 0.7 0.6 0.8
3.5 3.2 1.7 1.6 0.5 0.3 6.4 7.3 8.1 5.9 6.0 5.2 8.2 11.5 10.2
1.1 1.3 1.0 0.2 0.3 0.2 2.4 2.8 5.0 1.3 1.9 2.2 6.1 5.9 7.0
1.8 1.7 1.4 0.4 0.4 0.0 3.8 3.6 7.9 2.3 2.6 3.8 9.1 7.0 10.9
1.1 1.1 1.5 0.2 0.2 1.0 2.4 2.5 3.9 1.1 1.0 1.1 6.7 7.7 6.0
3.0 4.3 3.4 0.4 1.3 2.8 7.0 8.7 6.2 7.6 9.2 5.8 5.1 7.0 6.5

16.5 11.8 7.4 22.6 16.3 8.4 7.1 5.3 2.9 6.8 5.2 1.5 8.0 5.5 4.0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

一 般 第 二 種 事 業

ISDN化に対処
OSIに対処

電 気 通 信 事 業 合 計 第 一 種 事 業 第 二 種 事 業 計

需要増加に対処

表－１－４　放送事業の目的別設備投資内訳

合 計

安全・信頼性の向上
その他

項　目

維持・補修
更新（老朽代替）
研究開発
合理化・省力化

特 別 第 二 種 事 業
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エ　放送事業の目的別設備投資内訳は「需要増加に対処」するための投資が６７．０％に達している。

前年度比でも１６．５％の増加となっている。前年度比で最も増加しているのは、研究開発であり、

２１．５％の増加である。

表－１－４　放送事業の目的別設備投資内訳

（放送事業228社）

項　　　目 元年度構成比 元／63
需要増加に対処 67.0 116.5
番組製作力の向上 18.0 110.0
維持・補修 4.5 109.0
更新（老朽代替） 1.5 105.0
研究開発 2.0 121.5
合理化・省力化 1.5 117.3
その他 5.5 95.3

合 計 100.0

放 送 事 業



10

（４）項目別設備投資計画

ア　第一種電気通信事業の投資内容は、投資目的を反映しサービス供給能力拡大のための「伝送路設備」

（通信ケーブル、管路等）と「伝送設備」（端局中継装置、多重化装置等）の投資が約５０％の構成

比となっており、前年度比で各々５９．３％、５２．７％増の高い伸びを示している。特に、伝送路

設備の中でも「中継系」の伝送路を構成する通信ケーブル、管路等の投資が前年度比１４２．５％の

大幅増加となっている。

表－1－5　第一種電気通信事業の項目別設備投資内訳

（電気通信事業、52社） （％）

元年度構成比 元／63
33.1 159.3

中継系伝送路設備 6.2 242.5
端末系伝送路設備 26.9 147.6

4.5 103.0
17.5 152.7
9.5 101.1
1.4 121.3

13.6 103.1
4.8 142.0
7.4 64.1
7.8 114.0

100.0
輸入機器の割合 5.7

土地・建物・構築物
そ　　の　　他

合 計

項　　目

交　換　設　備

端　末　設　備
コンピュータ

電　源　設　備

第一種電気通信事業

伝　送　路　設　備

通信衛星設備
伝　送　設　備
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イ　第二種電気通信事業の投資内訳は、「コンピュータ」が３０．６％、「多重化装置」１５．３％、「端

末装置」１４．５％となっている。前年度比ではコンピュータが１４３．５％の大巾増加となってお

り、次いで交換機が１３５．３％の増加となっている。

表－1－6　第二種電気通信事業の項目別設備投資内訳

（第二種電気通信事業347社）

元年度構成比 元／63
10.0 135.3
15.3 125.4
7.4 115.4

30.6 143.5
14.5 110.0
3.0 132.5
7.7 67.5

11.5 120.0
100.0

輸入機器その他 7.0

第二種電気通信事業

コ ン ピ ュ ー タ
端 末 機 器
電 源 設 備

交 換 機
多 重 化 装 置
終 線 装 置

合 計

項　　　目

そ の 他
土 地 ・ 建 物 ・ 構 築 物
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ウ　放送事業の投資内容は、放送番組の充実を図るための「スタジオ設備」、「建物（局舎等）建築」の

投資が約５割を占めている。また、送受信施設充実のための「伝送路、アンテナ」の投資が高い伸び

を示している（前年度比７３．１％増）。

一方、ＣＡＴＶ事業については、サービス提供エリア拡大のための「伝送路、アンテナ」の投資が

約８割を占め、高い伸びを示している（前年度比４０．７％増）。また、「建物（局舎等）建築」、「ス

タジオ設備」のための投資の伸びも高くなっている。

表－1－7　放送事業の項目別設備投資内訳

（放送事業） （％）

元年度構成比 元／63 元年度構成比 元／63
17.7 136.3 3.1 189.4
11.1 107.2 3.1 130.2
33.0 119.3 11.8 146.9
5.7 173.1 79.0 140.7
0.0 － 1.5 50.4
0.2 106.3 0.3 80.7

32.3 81.5 1.2 42.5
100.0 100.0

輸入機器の割合 4.0 7.0

そ の 他
合 計

放送事業　　（134社）

付 帯 設 備 、 備 品 等
ス タ ジ オ 設 備
伝 送 路 、 ア ン テ ナ
ケ ー ブ ル 等 地 中 化

CATV事業　（94社）
項　　　目

建 物 （ 局 舎 等 ） 建 築

研 究 開 発
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（５）資本金別設備投資計画

ア　第一種電気通信事業では、資本金１００億円以上の規模の事業者の投資が全体の約６割を占めてい

る。前年度比の投資の伸びでみた場合は、資本金１０～１００億円規模の事業者が１０４．４％増と

最も高い伸びを示している。

第二種電気通信事業では、資本金１００億円以上の規模の事業者の投資が全体の約７割を占めてお

り、前年度比の伸びも５７．６％増と最も高い伸びを示している。

表－1－8　資本金別設備投資額（電気通信事業）［工事ベース］

（第一種電気通信事業）
前年度比

資 本 金 別
（百万円） 元／63

　　1,000未満 32 （64.0） 12,619 （6.6） 14,045 （6.0） 111.3
　　1,000～10,000 9 （18.0） 39,211 （20.4） 80,163 （34.4） 204.4
　10,000以上 9 （18.0） 140,204 （73.0） 138,653 （59.6） 98.9

合 計 50 （100） 192,034 （100） 232,861 （100） 121.3
（注）NTT,KDDは集計から除いた。

（第二種電気通信事業）
前年度比

資 本 金 別
（百万円） 元／63

　　　　50未満 123 （35.4） 2,572 （2.1） 1,894 （1.2） 73.6
　　　　50～100 44 （12.7） 1,850 （1.5） 2,363 （1.5） 127.7
　　　100～1,000 119 （34.3） 12,994 （10.4） 15,974 （10.3） 122.9
　　1,000～10,000 38 （11.0） 42,199 （33.7） 31,558 （20.3） 74.8
　10,000以上 23 （6.6） 65,705 （52.3） 103,556 （66.7） 157.6

合 計 347 （100） 125,320 （100） 155,345 （100） 124.0

元年度事業者数
（社、％）

６３年度

事業者数
（社、％）

（百万円、％）

（百万円、％）

元年度６３年度
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イ　放送事業では、資本金１０億円以上の規模の事業者の投資が全体の約７割を占めており、前年度比

の投資の伸びでみた場合でも１９．３％の増加となっている。

ＣＡＴＶ事業では、資本金１～１０億円規模の事業者の投資が全体の約８割を占めており、前年度

比の投資の伸びでみた場合でも５０．８％と大幅に増加している。

表－１－９　資本金別設備投資額（放送事業）［工事ベース］

（放送事業） （百万円、％）
前年度比

資 本 金 別
（百万円） 元／63

1,000未満 107 （79.8） 42,131 （40.9） 36,803 （33.6） 87.4
1,000以上 27 （20.2） 60,995 （59.1） 72,772 （66.4） 119.3

合 計 134 （100） 103,126 （100） 109,581 （100） 106.3

（CATV事業） （百万円、％）
前年度比

資 本 金 別
（百万円） 元／63

　　　　50未満 23 （24.5） 1,222 （3.7） 1,279 （3.0） 104.7
　　　　50～　　100 9 （9.6） 4,266 （13.3） 4,953 （11.5） 116.1
　　　100～　1,000 55 （58.5） 22,288 （69.7） 33,603 （78.1） 150.8
　　1,000～10,000 6 （6.4） 4,209 （13.2） 3,124 （7.3） 74.2
　10,000以上 1 （1.0） 10 （0.1） 53 （0.1） 530.0

合 計 94 （100） 31,935 （100） 43,012 （100） 134.4

（社、％）

元年度

元年度63年度事業者数

事業者数
（社、％）

63年度
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２　平成元年度設備投資

長期資金運用・調達状況

（２）電気通信事業

ア　第一種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式による調達減少。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、２，４０３億円で前年度比３１．９％の増加とな

っている。

全体の資金運用計画としては、関係会社等への投融資の抑制から、総額２，２６６億円で前年度比

１９．２％の増加となっている。

資金調達構成は、自己資金が前年度比１４４．４％増の１９．３％、外部資金が８０．７％となっ

ており、外部資金のうち９０．３％を借入金が占めている。

外部資金の中では、株式による調達が大幅減（前年度比５６．７％減）となり、借入金による調達

の構成が高まっている（６３年度６９．０％→元年度７２．９％）。

表－2－1　長期資金運用・調達状況（第一種電気通信事業、50社）　　［純増ベース］

（百万円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

182,136 95.8 240,302 106.0 131.9

3,934 2.1 ▲ 701 ▲ 0.3 －

4,008 2.1 ▲ 12,990 ▲ 5.7 －

190,078 100 226,611 100 154.8

40,927 21.5 17,740 7.8 43.3

0 0 0 0 －

131,243 69.0 165,108 72.9 125.8

17,903 9.5 43,763 19.3 244.4

うち減価償却 31,034 16.3 42,424 18.7 136.7

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

短期資金への振替

６３年度実績 元年度実績見込

第 一 種 電 気 通 信 事 業

項　　　目
資
金
運
用

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

資

金

調

達

合　　　計

株式

社債

借入金

自己資金
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イ　特別第二種電気通信事業

設備投資等の支払いを圧縮。自己資金を主体に設備投資、借入金等を返済。

元年度の設備投資計画を支払いべースでみると、４４２億円で前年度比７１．５％の減少となっている。

全体の資金運用計画としては、前年度比７０．２％減の総額４８６億円で圧縮している。

資金調達としては自己資金を主体に設備投資を賄い、余剰自己資金で借入金等を返済する形態になって

いる。

表－2－2　長期資金運用・調達状況（特別第二種電気通信事業、22社）
［純増ベース］

（百万円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

155,179 94.9 44,207 90.9 28.5

▲ 812 ▲ 0.4 183 0.4 －

9,058 5.5 4,253 8.7 47.0

163,425 100 48,643 100 29.8

2,900 1.7 4,010 8.2 138.3

▲ 350 ▲ 0.2 ▲ 300 ▲ 0.6 －

50,441 30.9 ▲ 24,797 ▲ 51.0 －

110,434 67.6 69,730 143.4 63.1

うち減価償却 74,109 45.3 24,239 44.8 32.7

短期資金への振替

６３年度実績 元年度実績見込

特 別 第 二 種 電 気 通 信 事 業

項　　　目
資
金
運
用

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

資

金

調

達

合　　　計

株式

社債

借入金

自己資金
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ウ　一般第二種電気通信事業

自己資金、借入金による調達増加。株式、社債による調達の減少。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、５６７億円で前年度比２７．７％の増加となっている。

全体の資金運用計画は、長期調達資金の短期運転資金への振替が前年度比４０％の減少となるため、総

額１１４４億円で前年度比１０．２％の減少となっている。

資金調達構成は、自己資金が前年度比１４．２％増加の４８．６％、外部資金が５１．４％なっており、

外部資金のうち７２．９％を借入金が占めている。

外部資金の中では、株式、社債による調達が大幅減（前年度比５０．４％、７４．９％減）となり、借

入金による調達の構成が高まっている（６３年度２４．５％→元年度３７．５％）。

表－2－3　長期資金運用・調達状況（一般第二種電気通信事業、325社）
［純増ベース］

（百万円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

44,384 34.8 56,700 49.6 127.7

15,385 12.1 17,105 15.0 111.2

67,629 53.1 40,589 35.4 60.0

127,398 100 114,394 100 89.8

16,214 12.7 8,049 7.0 49.6

31,270 24.5 7,864 6.9 25.1

31,178 24.5 42,847 37.5 137.4

48,736 38.3 55,634 48.6 114.2

うち減価償却 14,163 11.1 16,249 14.2 114.7

資

金

調

達

合　　　計

株式

社債

借入金

自己資金

短期資金への振替

６３年度実績 元年度実績見込

一 般 第 二 種 電 気 通 信 事 業

項　　　目
資
金
運
用

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資
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（２）放送事業

ア　放送事業

自己資金による調達が中心。株式、借入金による調達が増加。

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、１，２８４億円で前年度比５４．８％の増加とな

っている。

全体の資金運用計画は、長期調達資金の短期運転資金への振替の減少（前年度比３８．６％減）、資

金運用目的の投融資の抑制（前年度比１９．８％減）等から、総額１，４９３億円で前年度比３１．

８％の増加となっている。

資金調達構成は、自己資金７２．８％、外部資金２７．２％となっており、自己資金による調達が

中心である。

外部資金の中では、社債による調達が大幅減（前年度比９６．１％減）となり、株式、借入金によ

る調達の構成比が高まっている（株式：６３年度２．６％→元年度１６．７％、借入金：６３年度５．

８％→元年度１０．４％）。

表－2－4　長期資金運用・調達状況（放送事業、134社）　　［純増ベース］

（百万円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

82,923 73.2 128,382 86.0 154.8

12,102 10.7 9,708 6.5 80.2

18,224 16.1 11,189 7.5 61.4

113,249 100 149,279 100 131.8

2,909 2.6 24,895 16.7 855.8

2,484 2.2 97 0.1 ▲ 96.1

6,601 5.8 15,552 10.4 235.6

101,255 89.4 108,735 72.8 107.4

うち減価償却 37,223 32.9 42,553 28.5 114.3

資

金

調

達

合　　　計

株式

社債

借入金

自己資金

短期資金への振替

６３年度実績 元年度実績見込

放 送 事 業

項　　　目
資
金
運
用

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資
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イ　ＣＡＴＶ事業

借入金による調達が中心。（約７割）

元年度の設備投資計画を支払いベースでみると、３９１億円で前年度比３３％の増加となっている。

全体の資金運用計画は、長期調達資金の短期運転資金への振替が前年度比９６．７％の減少となるため、

総額４２８億円で前年度比１５．８％の増加となっている。

資金調達構成は、自己資金２７．５％、外部資金７２．５％。外部資金のうち９１．９％を借入金が占

めており、借入金による調達が中心である。

表－2－5　長期資金運用・調達状況（ＣＡＴＶ事業、94社）　　［純増ベース］

（百万円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比

29,383 79.5 39,070 91.4 133.0

3,360 9.1 3,558 8.3 105.9

4,194 11.4 137 0.3 3.3

36,937 100 42,765 100 115.8

2,351 6.3 2,497 5.8 106.2

0 0.0 0 0.0 －

24,441 66.2 28,507 66.7 116.6

10,145 27.5 11,761 27.5 115.9

うち減価償却 4,664 12.6 6,017 14.1 129.0

短期資金への振替

６３年度実績 元年度実績見込

C A T V 事 業

項　　　目
資
金
運
用

取得設備投資所要資金

関係会社等投融資

資

金

調

達

合　　　計

株式

社債

借入金

自己資金
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３　事業の収支状況

平成元年度の実績見込収支率は各事業共に昭和６３年度を上廻る見込みが５０％をこえており、事業の

収支状況は良好である。

第一種電気通信事業は増加が６３．５％、特別第二種は６８．２％、一般第二種は５５．３％、放送事

業は５５．９％、ＣＡＴＶ事業は６３．８％となっている。

表－3－1　収支状況

（社、％）

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
増　加 33 63.5 15 68.2 180 55.3 75 55.9 60 63.8
横這い 12 23.1 5 22.3 125 38.5 44 32.8 21 22.3
減　少 7 13.4 2 9.5 20 6.2 15 11.3 13 13.9

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 業第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二極電気通信事業 放 送 事 業
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４　設備投資の環境見通し

２年度の設備環境は、概ね良好

全般的に投資環境は良好であるが、第一種電気通信事業、放送事業系で下降企業が出現している。

（％）

前期比較 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計
元上期 83.3 16.6 0.0 100 85.7 9.5 4.7 100 49.7 48.9 3.2 100 75.2 21.4 3.3 100 40.5 58.2 1.2 100
元下期 80.0 20.0 0.0 100 80.9 4.7 14.2 100 52.3 43.2 3.9 100 66.9 30.6 2.4 100 39.2 55.6 5.0 100
２上期 72.9 27.0 0.0 100 68.1 18.1 13.6 100 54.8 41.1 4.0 100 58.8 37.9 3.2 100 42.1 45.7 12.0 100
２下期 56.2 39.5 4.1 100 73.9 21.7 4.3 100 56.3 40.8 2.7 100 26.4 58.4 15.2 100 54.1 40.0 5.8 100

表－4－1　設備投資環境見通し

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 業放 送 事 業第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業
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５　設備投資の変更可能性

元年度は、順調に投資が推移する見通し、投資増の可能性も約３割。

電気通信事業、放送事業ともに、平成元年度設備投資を変更する可能性は少なく、全体の約３割が増加

投資の可能性がある。

特に、一般第二種電気通信事業、ＣＡＴＶ事業については、約４割の企業が増加投資を検討中である。

表－5－1　設備投資修正の可能性

業　　種 増　加 不　変 減　少
第一種 21.1 76.9 1.9

特別第二種 17.3 69.5 13.0
一般第二種 34.3 69.0 5.6

放送 17.0 79.0 3.8
ＣＡＴＶ 38.6 57.9 3.4
合　　計 29.1 66.1 4.8
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６　元年度設備投資計画の減額修正の理由

各事業共に「設備投資に必要となる人材確保の遅れ」が最大の理由となっている。次いで取得予定設備

の納期の遅延となっている。

業種別では放送系が「減額修正」の理由として「利益の減少」に２０．２％あげているのが目立つ。

（％）
区 分 第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業 放 送 事 業 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 業

設備投資に必要となる人材確保の遅れ 50.3 45.2 39.9 41.1 41.1
取得予定設備の納期の遅延 14.1 10.3 15.2 15.5 15.6
需要見込みの下方修正 3.7 4.5 3.1 3.2 4.1
利益の減少 5.6 10.6 5.6 13.2 4.5
その他 26.3 29.4 36.2 27.0 34.7

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

表－6－1　元年度設備投資計画の「減額修正」の理由
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７　二年度設備投資計画の変更の可能性

「増加」と「不変」が９０％以上を占め、今年度の設備投資の変更の可能性は小さいと言える。むしろ

「増加」が「不変」に次いで高い比率を示していることが注目される。

（％）
第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業 放 送 事 業 Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 業

増　加 37.1 52.4 44.4 24.3 59.8
不　変 55.0 39.1 47.7 65.7 34.5
減　少 7.9 8.5 7.9 10.0 5.7

表－7－1　２年度設備投資計画の変更の可能性
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Ⅳ 集 計 表
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取　得　設　備　投　資　額

397 63.5 317,354 70.1 388,206 71.8 446,437 73.2 122.3
50 8.0 192,034 42.5 232,861 43.1 267,790 60.2 121.3

347 55.5 125,320 27.6 155,345 28.7 178,647 13.0 124.0
特別第二種電気通信事業 22 3.5 97,088 21.5 119,653 22.1 137,601 5.5 123.2
一般第二種電気通信事業 325 52.0 28,232 6.1 35,692 6.6 41,046 7.5 126.4

228 36.5 135,121 29.7 152,593 28.2 175,482 26.8 112.9
134 21.5 103,126 22.8 109,581 20.3 126,018 17.9 106.3
94 15.0 31,995 7.1 43,012 7.9 49,464 8.9 134.4

625 100.0 452,475 100.0 540,799 100.0 621,919 100.0 119.5
（注）1．NTT,KDDは集計から除いた。

1,712,820 1,700,000 1,955,000 99.3
56,893 64,200 73,800 112.8

２年度（計画）元年度［実績見込］６３年度［実績］

［実績］ ［実績見込］

前年度比

元／63
６ ３ 年 度 元 年 度 ２ 年 度

日本電信電話株式会社
国際電信電話株式会社

（百万円、％）

企業数
前年度比
元／63構成比 構成比 構成比 構成比

（計画）

（百万円、％）

区　　　分
電気通信事業

第一種電気通信事業
第二種電気通信事業

放送事業
放送事業
ＣＡＴＶ事業

合 計
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リ　ー　ス　契　約　額

397 63.5 47,603 77.8 49,817 77.3 104.6
50 8.0 28,805 47.1 29,003 44.9 100.7

347 55.5 18,798 30.7 20,814 32.3 110.7
特別第二種電気通信事業 22 3.5 10,005 16.4 11,002 17.1 109.9
一般第二種電気通信事業 325 52.5 8,793 14.4 9,812 15.2 111.6

228 36.5 13,512 22.2 14,662 22.7 108.5
134 21.5 10,500 17.2 11,538 17.9 109.9
94 15.0 3,012 5.0 3,124 4.8 103.7

625 100.0 61,115 100.0 64,479 100.0 105.5

222,667 240,122 107.8
6,258 6,500 103.9

日本電信電話株式会社
国際電信電話株式会社

（百万円、％）

企業数
前年度比
元／63構成比 構成比 構成比

元年度［実績見込］

元／63

前年度比
６ ３ 年 度 元 年 度

［実績］ ［実績見込］

（百万円、％）

区　　　分
電気通信事業

第一種電気通信事業
第二種電気通信事業

放送事業
放送事業
ＣＡＴＶ事業

合 計

６３年度［実績］
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投　　資　　目　　的　　別　　構　　成　　比
（電気通信事業） （％）

（399社） （52社） （347社） （22社） （325社）
63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度

71.4 74.0 83.0 72.5 79.1 87.3 70.0 66.0 62.6 74.0 69.9 76.5 55.1 54.0 52.4
国内需要向け 65.9 67.9 81.4 72.5 79.1 87.3 55.8 51.2 53.9 56.6 50.5 57.3 52.8 52.9 51.4
海外需要向け 4.6 5.2 1.5 0.0 0.0 0.0 11.9 12.6 8.2 14.8 16.7 19.2 1.3 0.4 0.1
区分不明 0.9 0.9 0.1 0.0 0.0 0.0 2.3 2.2 0.5 2.6 2.7 0.0 1.0 0.7 0.9

1.4 2.3 0.5 2.1 1.9 0.0 0.4 3.0 2.8 0.5 3.6 3.5 0.1 0.8 2.2
0.2 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.8 0.6 0.5 0.8 0.4 0.7 0.6 0.8
3.5 3.2 1.7 1.6 0.5 0.3 6.4 7.3 8.1 5.9 6.0 5.2 8.2 11.5 10.2
1.1 1.3 1.0 0.2 0.3 0.2 2.4 2.8 5.0 1.3 1.9 2.2 6.1 5.9 7.0
1.8 1.7 1.4 0.4 0.4 0.0 3.8 3.6 7.9 2.3 2.6 3.8 9.1 7.0 10.9

合理化・省力化 1.1 1.1 1.5 0.2 0.2 1.0 2.4 2.5 3.9 1.1 1.0 1.1 6.7 7.7 6.0
3.0 4.3 3.4 0.4 1.3 2.8 7.0 8.7 6.2 7.6 9.2 5.8 5.1 7.0 6.5
16.5 11.8 7.4 22.6 16.3 8.4 7.1 5.3 2.9 6.8 5.2 1.5 8.0 5.5 4.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

第二種事業計 特別第二種事業 一般第二種事業

合 計

項　　目

電気通信事業合計 第一種事業

更新（老朽代替）
研究開発

安全・信頼性の向上
その他

需要増加に対処

ISDN化に対処
OSIに対処
維持・補修
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投資目的別構成比
（放送事業228社） （％）

項　　　　　目 ６３年度 元年度 ２年度
需要増加に対処 60.5 67.0 71.3
番組製作力の向上 20.2 18.0 16.4
維持・補修 7.2 4.5 3.2
更新（老朽代替） 2.4 1.5 1.5
研究開発 1.5 2.0 1.8
合理化・省力化 1.5 1.5 1.4
その他 6.7 5.5 4.4
合　　　　　計 100.0 100.0 100.0
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投　資　項　目　別　構　成　比
（電気通信事業、52社） （％）

63年度 元年度 2年度
25.2 33.1 40.4

中継系伝送路設備 3.1 6.2 5.2
端末系伝送路設備 22.1 26.9 35.2

5.3 4.5 0.1
13.9 17.5 16.8
11.4 9.5 2.4
1.4 1.4 0.5

16.0 13.6 24.3
4.1 4.8 2.2

14.0 7.4 2.8
8.3 7.8 10.0

100.0 100.0 100.0
その他

合 計

電源設備
土地・建物・構築物

項　　目
第一種電気通信事業

コンピュータ
端末設備

伝送路設備

通信衛星設備
伝送設備
交換設備

投　資　項　目　別　構　成　比
（放送事業） （％）

項　　目 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度 63年度 元年度 2年度
建物（局舎等）建築 11.1 13.6 9.9 13.8 17.7 20.4 2.2 3.1 2.2
付帯設備、備品等 9.2 8.8 6.1 11.0 11.1 10.3 3.2 3.1 3.0
スタジオ設備 25.0 27.1 21.0 29.4 33.0 38.6 10.8 11.8 8.1
伝送路、アンテナ 20.5 26.4 43.9 3.5 5.7 3.9 75.5 79.0 73.3
ケーブル等地中化 0.9 0.4 5.9 0.0 0.0 0.0 4.0 1.5 10.2
研究開発 0.3 0.2 0.1 0.2 0.2 0.3 0.5 0.3 0.0
その他 33.0 23.5 13.1 42.1 32.3 26.5 3.8 1.2 3.2

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

放送事業合計　（228社） 放送事業　（134社） ＣＡＴＶ事業（94社）
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第二種電気通信事業の項目別設備投資内訳

元年度構成比 元／63
10.0 135.3
15.3 125.4
7.4 115.4

30.6 143.5
14.5 110.0
3.0 132.5
7.7 67.5

11.5 120.0
100.0

輸入機器その他 7.0

多重化装置

土地・建物・構築物
その他

合 計

終線装置
コンピュータ
端末機器
電源設備

（第二種電気通信事業347社）
第二種電気通信事業

項　　　目
交換機

地 域
北 海 道 地 方 576 （0.3） 13,506 （5.8） 17,151 （6.6）
東 北 地 方 4,801 （2.5） 22,122 （9.5） 5,457 （2.1）
関 東 地 方 41,288 （21.5） 49,598 （21.3） 44,178 （17.0）
東 京 地 方 53,385 （27.8） 35,395 （15.2） 57,432 （22.1）
信 越 地 方 2,112 （1.1） 15,602 （6.7） 13,773 （5.3）
東 海 地 方 8,449 （4.4） 23,985 （10.3） 25,727 （9.9）
北 陸 地 方 384 （0.2） 2,329 （1.0） 17,151 （6.6）
近 畿 地 方 43,593 （22.7） 23,985 （10.3） 44,958 （17.3）
中 国 地 方 25,156 （13.1） 17,697 （7.6） 11,174 （4.3）
四 国 地 方 1,728 （0.9） 9,314 （4.0） 7,796 （3.0）
九 州 地 方 9,986 （5.2） 19,095 （8.2） 14,813 （5.7）
沖 縄 地 方 576 （0.3） 233 （0.1） 260 （0.1）

合 計 192,034 （100） 232,861 （100） 259,870 （100）

地方別設備投資額（第一種電気通信事業）

６３年度 元年度 ２年度
（百万円、％）
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長　期　資　金　調　達　・　運　用　状　況

金　額 構成比 金　額 構成比 前年度比 金　額 構成比 金　額 構成比 前年度比 金　額 構成比 金　額 構成比 前年度比

182,136 95.8 240,302 106.0 131.9 155,179 94.9 44,207 90.9 28.5 44,384 34.8 56,700 49.6 127.7

3,934 2.1 ▲ 701 ▲ 0.3 － ▲ 812 ▲ 0.4 183 0.4 － 15,385 12.1 17,105 15.0 111.2

国内関係会社投融資 1,445 0.8 41 0 2.8 ▲ 888 ▲ 0.5 53 0.1 － 7,396 5.8 8,390 7.3 113.4

海外直接投資 0 0 0 0 － 0 0 15 0 － 712 0.6 2,600 2.3 365.2

その他 2,489 1.3 ▲ 742 ▲ 0.3 － 76 0.1 115 0.3 151.3 7,277 5.7 6,115 5.4 84.0

4,008 2.1 ▲ 12,990 ▲ 5.7 － 9,058 5.5 4,253 8.7 47.0 67,629 53.1 40,589 35.4 60.0

190,078 100 226,611 100 154.8 163,425 100 48,643 100 29.8 127,398 100 114,394 100 89.8

40,927 21.5 17,740 7.8 43.3 2,900 1.7 4,010 8.2 138.3 16,214 12.7 8,049 7.0 49.6

うち海外直接投融資 1,050 0.6 1,212 0.5 115.4 36 0 190 0.4 527.8 0 0 0 0 －

0 0 0 0 － ▲ 350 ▲ 0.2 ▲ 300 ▲ 0.6 － 31,270 24.5 7,864 6.9 25.1

国内普通社債 0 0 0 0 － ▲ 350 ▲ 0.2 ▲ 300 ▲ 0.6 － 0 0 0 0 －

国内転換社債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 22,333 17.5 3,214 2.8 14.4

国内ワラント債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 23 0 ▲ 46 0 －

外債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 8,914 7.0 4,696 4.1 52.7

131,243 69.0 165,108 72.9 125.8 50,441 30.9 ▲ 24,797 ▲ 51.0 － 31,178 24.5 42,847 37.5 137.4

政府系金融機関 52,707 27.7 59,055 26.1 112.0 624 0.4 660 1.4 105.8 669 0.5 1,132 1.0 169.2

民間金融機関 77,390 40.7 101,843 44.9 131.6 49,631 30.4 ▲ 26,780 ▲ 55.1 － 29,974 23.5 41,871 36.6 139.7

その他 1,146 0.6 4,210 1.9 367.4 186 0.1 1,323 2.7 711.3 535 0.4 ▲ 156 ▲ 0.1 －

外貨借入 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

17,903 9.5 43,763 19.3 244.4 110,434 67.6 69,730 143.4 63.1 48,736 38.3 55,634 48.6 114.2

うち減価償却 31,034 16.3 42,424 18.7 136.7 74,109 45.3 24,239 44.8 32.7 14,163 11.1 16,249 14.2 114.7

（注）NTT，KDDは集計から除いた。

（百万円、％）

元年度実績見込

長
期
資
金
運
用

長

期

資

金

調

達

項　　　目
取得設備投資所要資金

投融資

短期資金への振替

株　式

社　債

自己資金

第一種電気通信事業

借入金

合　　　　　計

特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業

63年度実績 元年度実績見込 63年度実績 元年度実績見込 63年度実績
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長　期　資　金　調　達　・　運　用　状　況

金　額 構成比 金　額 構成比 前年度比 金　額 構成比 金　額 構成比 前年度比

82,923 73.2 128,382 86.0 154.8 29,383 79.5 39,070 91.4 133.0

12,102 10.7 9,708 6.5 80.2 3,360 9.1 3,558 8.3 105.9

国内関係会社投融資 3,764 3.3 ▲ 621 ▲ 0.5 － 1,122 3.0 390 0.9 34.8

海外直接投資 0 0 2,019 1.4 0 94 0.3 ▲ 50 ▲ 0.1 －

その他 8,338 7.4 8,310 5.6 99.7 2,144 5.8 3,218 7.5 150.1

18,224 16.1 11,189 7.5 61.4 4,194 11.4 137 0.3 3.3

113,249 100 149,279 100 131.8 36,937 100 42,765 100 115.8

2,909 2.6 24,895 16.7 855.8 2,351 6.3 2,497 5.8 106.2

うち海外直接投融資 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

2,484 2.2 97 0.1 ▲ 96.1 0 0 0 0 －

国内普通社債 890 0.8 97 0 ▲ 89.1 0 0 0 0 －

国内転換社債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

国内ワラント債 0 0 0 0 － 0 0 0 0 －

外債 1,594 1.4 0 0 0 0 0 0 0 －

6,601 5.8 15,552 10.4 235.6 24,441 66.2 28,507 66.7 116.6

政府系金融機関 1,290 1.1 2,037 1.3 157.9 9,777 26.5 12,935 30.2 132.3

民間金融機関 3,250 2.9 8,476 5.7 260.8 9,361 25.3 9,631 22.5 102.9

その他 194 0.2 5,039 3.4 2,597.4 4,644 12.6 5,741 13.4 123.6

外貨借入 0 0 0 0 － 659 1.8 200 0.6 30.3

101,255 89.4 108,735 72.8 107.4 10,145 27.5 11,761 27.5 115.9

うち減価償却 37,223 32.9 42,553 28.5 114.3 4,664 12.6 6,017 14.1 129.0

株　式

社　債

借入金

長
期
資
金
運
用

合　　　　　計

取得設備投資所要資金

投融資

短期資金への振替

（百万円、％）

放 送 事 業

項　　　目

長

期

資

金

調

達 自己資金

有線テレビジョン放送事業

63年度実績 元年度実績見込 63年度実績 元年度実績見込
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収支状況
（社、％）

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
増　加 33 63.5 15 68.2 180 55.3 75 55.9 60 63.8
横這い 12 23.1 5 22.3 125 38.5 44 32.8 21 22.3
減　少 7 13.4 2 9.5 20 6.2 15 11.3 13 13.9

ＣＡＴＶ事業放 送 事 業第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業

設　備　投　資　環　境　の　見　通　し
（％）

前期比較 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計 上昇 不変 下降 合計
元 上 期 83.3 16.6 0.0 100 85.7 9.5 4.7 100 49.7 48.9 3.2 100 75.2 21.4 3.3 100 40.5 58.2 1.2 100
元 下 期 80.0 20.0 0.0 100 80.9 4.7 14.2 100 52.3 43.2 3.9 100 66.9 30.6 2.4 100 39.2 55.6 5.0 100
２ 上 期 72.9 27.0 0.0 100 68.1 18.1 13.6 100 54.8 41.1 4.0 100 58.8 37.9 3.2 100 42.1 45.7 12.0 100
２ 下 期 56.2 39.5 4.1 100 73.9 21.7 4.3 100 56.3 40.8 2.7 100 26.4 58.4 15.2 100 54.1 40.0 5.8 100

ＣＡＴＶ事業第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業 放送事業
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設備投資修正の可能性
業　種 増　加 不　変 減　少
第一種 21.1 76.9 1.9

特別第二種 17.3 69.5 13.0
一般第二種 34.3 69.0 5.6

放送 17.0 79.0 3.8
ＣＡＴＶ 38.6 57.9 3.4
合　計 29.1 66.1 4.8

元年度設備投資計画の「減額修正」の理由
（％）

区　　　　　分 第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業 放 送 事 業 ＣＡＴＶ事業
設備投資に必要となる人材確保の遅れ 50.3 45.2 39.9 41.1 41.1
取得予定設備の納期の遅延 14.1 10.3 15.2 15.5 15.6
需要見込みの下方修正 3.7 4.5 3.1 3.2 4.1
利益の減少 5.6 10.6 5.6 13.2 4.5
その他 26.3 29.4 36.2 27.0 34.7

合　　　　　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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２年度設備投資計画の変更の可能性
（％）

第一種電気通信事業 特別第二種電気通信事業 一般第二種電気通信事業 放 送 事 業 ＣＡＴＶ事業
増　加 37.1 52.4 44.4 24.3 59.8
不　変 55.0 39.1 47.7 65.7 34.5
減　少 7.9 8.5 7.9 10.0 5.7



Ⅴ 調 査 票
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